










A Study on Practical Theory of Humanistic Social Work




　This paper analyzes the factors necessary for forming an inclusive society from the perspectives of both 
the education and community support systems. Laws which prevent discrimination and which also promote 
the activities of advocacy organizations are necessary for building an inclusive society all members of which 
are expected to be sensitive to human rights issues. Aotearoa/New Zealand seems to promote the human 
rights issues.
　Each person’s own independence must be respected when building an inclusive society. Growing out of a 
sense of human rights, the establishment of the power of self-decision making, the protection of human rights 
and the formation of multicultural groups or societies are all necessary in order to build an inclusive society. 
Aotearoa/New Zealand is described as a model community where people with disabilities may fully enjoy life. 
　Aotearoa/New Zealand has a very advanced human rights consciousness and various rights protection 
groups are active. The bases of the activities of the rights protection groups are The Education Act 1989, The 
Human Rights Act 1993,and New Zealand Disability Strategy, 2001.
　The human rights protection groups in Aotearoa/New Zealand are IHC,CCS,SES,DPA, and SAMS. These 
groups have pushed for the establishment of an inclusive support system within the community as opposed to 
the former care system based on a protection principle that placed individuals in institutions isolated from the 
community.
　The final stage of inclusive society formation is the establishment of a community support system after the 
dismantling and closure of the large-scale institutions.
－アオテアロア／ニュージーランドにおける権利擁護システムの分析－
keywords;  Advocacy  Aotearoa/New Zealand  Human Rights
*尚絅学院大学女子短期大学部　教授




















































（The Education Act, 1989）」や、権利擁護に関する包括的な差別防止法である「人権法（Human 
Rights Act, 1993）」が制定され、実施に移された。さらには、施設解体閉鎖に伴う施設退所に
よる支援システムを推進すべく、2001年にその施行をみたところの「ニュージーランド・ディ







（１）IHC（IHC New Zealand Inc.）
　IHCは知的制約者たち（People with Intellectual Disabilities）への福祉支援サービスを提供
するためのニュージーランドにおける代表的な権利擁護団体であり、国内各地に数多くの支部
組織やサービスセンターを有している。IHC は、1949 年に当事者家族のための組織体
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（２）CCS（New Zealand CCS Inc.）
　CCSは身体的制約児（者）のための権利擁護組織の名称であり、1935年にその活動が開始
され、IHCと同様に、国内各地に支部組織やサービスセンターを有している。CCSは当初、
“Crippled Children Society”という組織名称が使われたが、“Crippled Children”という表現



















（１）教育法（The Education Act, 1989）













障するための“The Bill of Rights Act, 1990”や、機能的制約状態を有するサービス消費者と
しての権利を守るための“The Health and Disability Commissioner Act, 1994”等によって、ディ
スアビリティを有する当事者学生に対する学習アクセス権が高度に整備されるに至った。その
結果、当事者学生たちへ対する支援サービス部門として“Disability Liaison Support Service 
Office”が、すべての大学やポリテクニック内に設置されるようになり、専門知識や技能・経
験を有する専任スタッフによる当事者学生への支援サービス活動が展開されている。【註３】
（２）人権法（Human Rights Act, 1993）
　ニュージーランドでは1994年２月１日より、権利擁護に関する包括的な差別法としての人
権法（Human Rights Act, 1993）が施行された。なお、2001年 12月には一部改正がなされた。






る国際連合国際契約（United Nations International Covenants on Human Rights）に従って
ニュージーランド国内で人権問題が前進するように奨励することに関する一般的な役割を担っ
ている。この委員会は８名の委員たちで構成され、議長の役割を果たす人権委員（Human 
































　さらには、“New Zealand Disability Strategy, 2001”を受けて、保健省（The Ministry of 












































「Leaving the Institution  － Social Support, Friendship and Quality of Life－」と題した研究
報告書（1994; pp.159～ 183）の中で、以下のような指摘を行っている。【註９】
　The important issue in this area is no longer deinstitutionalisation but the development of 
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Hodgson）は、2006年 11月 14日のニュージーランド議会において、「大規模施設収容主義の











































































　Angus Capie（1977; P.248）『Evaluating Human Service Delivery』「Human Services:Towards 
Partnership & Support」The Dunmore Press
【註３】これについては、以下の拙論において論究を行った。







【註４】The Ministry of Health（2001; p.5）“New Zealand Disability Strategy, 2001”
【註５】2001年５月のWHO総会において、1980年に提示された、それまでのICIDH（International Classification 
of Impairments, Disabilities and Handicaps）に代わり、新たに ICF（International Classification of 
Functioning, Disability and Health） が 採 択 さ れ る に 至 っ た。ICIDH が Impairment,  Disability, 
Handicapといった、ややもすると当事者本人の機能的制約状態に注視した分類方式であったのに対し
て、ICFは生活機能というプラス側面へとその視点を転換し、さらにそこに環境因子等の観点を加えた
ところに、その特徴がある。すなわち、心身機能・構造（Body function and structure）、活動（Activity）、
参加（Participation）に加えて、新たに環境因子（Environmental factors）と個人因子（Personal 
factors）とを関係づけた点にその特徴がある。
【註６】The Ministry of Health（2001; p.3）“New Zealand Disability Strategy, 2001”
【註７】The Ministry of Health（2008; p.5）“Disability Services Strategic Plan 2008-2010”
【註８】http://www.ihc.org.nz/Default.aspx?tabid=1372
【註９】A.Horner（1994; pp.159～183）「Leaving the Institution  -Social Support, Friendship and Quality of Life-」
（K. Ballard「DISABILITY, FAMILY, WHANAU AND SOCIETY」The Dunmore Press, 1994）
【註10】beehive.govt.nz －The offficial website of the New Zealand Government－
【註11】日本ソーシャルワーカー協会による「ソーシャルワーカーの倫理綱領（2005年５月21日制定）」の「Ⅲ．
社会に対する倫理責任」には、「１．（ソーシャル・インクルージョン）ソーシャルワーカーは、人々を
あらゆる差別、貧困、抑圧、排除、暴力、環境破壊などから守り、包含的な社会を目指すよう努める。」
と述べられている。
【註12】わが国の場合、わずか数年前にも、後に総理大臣に就いた人間から、以下のような誤った認識に基づ
く民族差別発言がなされている。
麻生総務相「一民族の国はほかにない」九博開館式で発言
　麻生総務相は15日、福岡県太宰府市の九州国立博物館（九博）であった開館記念式典の来賓祝辞で、
「一文化、一文明、一民族、一言語の国は日本のほかにはない」と話した。麻生総務相はこの日、九博
を支援する議員連盟の会長として式典に出席。開館にこぎ着けた感慨を述べたうえで、「一文化、一文明、
一民族」との表現を何回かした。式典には行政関係者のほか、在福岡韓国総領事など韓国や中国の関係
者を含む約800人が出席した。麻生総務相の事務所は取材に対し、発言について「ヨーロッパなどは侵
略や民族の移動で文化などが変わった。だが、日本は国家形成の中でそのような歴史がほとんどなかっ
た、という趣旨だったと思う」と語った。（朝日新聞　2005年 10月 16日）
麻生新外相に抗議文を提出　一民族発言にウタリ協会
　麻生太郎外相が総務相当時、「一文明、一民族、一言語の国は日本のほかにはない」と発言したこと
について、北海道ウタリ協会は31日、「アイヌ民族の存在を否定するような発言で憤りを覚える」とす
る抗議文を麻生氏と小泉首相あてに送った。麻生氏は10月 15日、福岡県太宰府市の九州国立博物館の
開館式典の祝辞で発言した。（朝日新聞　2005年 11月１日）
　　それでも、ようやく2008年６月６日に、衆参両院において、「アイヌ民族を先住民族とすることを求
める決議案」が採択され、これをもって、わが国も公的に多文化・多民族国家としての歩みを始めた。
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以下、衆議院の決議文を紹介する。
アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議案（第169回国会、決議第１号）
　　昨年九月、国連において「先住民族の権利に関する国際連合宣言」が、我が国も賛成する中で採択さ
れた。これはアイヌ民族の長年の悲願を映したものであり、同時に、その趣旨を体して具体的な行動を
とることが、国連人権条約監視機関から我が国に求められている。我が国が近代化する過程において、
多数のアイヌの人々が、法的には等しく国民でありながらも差別され、貧窮を余儀なくされたという歴
史的事実を、私たちは厳粛に受け止めなければならない。全ての先住民族が、名誉と尊厳を保持し、そ
の文化と誇りを次世代に継承していくことは、国際社会の潮流であり、また、こうした国際的な価値観
を共有することは、我が国が21世紀の国際社会をリードしていくためにも不可欠である。特に、本年
七月に、環境サミットとも言われるＧ８サミットが、自然との共生を根幹とするアイヌ民族先住の地、
北海道で開催されることは、誠に意義深い。政府は、これを機に次の施策を早急に講じるべきである。
一　政府は、「先住民族の権利に関する国際連合宣言」を踏まえ、アイヌの人々を日本列島北部周辺、
とりわけ北海道に先住し、独自の言語、宗教や文化の独自性を有する先住民族として認めること。
二　政府は、「先住民族の権利に関する国際連合宣言」が採択されたことを機に、同宣言における関連
条項を参照しつつ、高いレベルで有識者の意見を聞きながら、これまでのアイヌ政策をさらに推進し、
総合的な施策の確立に取り組むこと。右決議する。
【註13】ワイタンギ条約（Treaty of Waitangi）は、英国君主と先住民マオリとの間で1840年に締結されたニュー
ジーランド最初の条約であり、これによってニュージーランドは英国領となり、マオリが有する土地や
文化の継承が約束された。しかし今なお不平等条約であるとの論議が絶えない。それでもワイタンギ条
約は、多文化・多民族国家としてのニュージーランドの国家ポリシーを象徴する条約として、教育機関
や福祉支援組織のパンフレット等に条約遵守が明記されるのが常である。

